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地球環境保全への貢献

脱炭素社会の実現

　気候変動は、東邦チタニウムグループにとってリスクである
と同時に、新たな収益機会を得るための重要な経営課題であ
ると認識しています。事業を通じて気候変動の緩和と適応に
取り組み、技術革新を通して脱炭素化へ積極的な貢献を図る
とともに、ステークホルダーと適切に協働して能動的に取り組
むことで、当社グループの中長期的な企業価値向上と社会全
体の持続的な発展の両立を目指します。

　また、当社グループは、日本政府が脱炭素化に舵を切った
ことを支持しており、気候変動に関連する法規制を遵守し、
バリューチェーン全体におけるGHG排出量削減を通して、
SDGsやパリ協定で掲げられた目標達成への貢献を図ります。
気候関連の財務情報開示の重要性を認識し、TCFDを支持す
るとともに、TCFDに即した情報開示を行っています。

TOPICS

太陽光発電設備の導入
　若松工場では、2023年12月より、工場や倉庫建
屋の屋根に太陽光発電設備（PPA※モデル）を設置
し、送電を開始しました。今後建設予定の工場や建屋
にも設置を検討し、カーボンニュートラルエネルギー
および省エネ設備導入を積極的に進めていきます。

『ZEB(Net Zero Energy Building)※1』の実現
茅ヶ崎工場では、当社グループ初、
茅ヶ崎市においても初となる 『ZEB』
の認証を取得した総合事務棟を建
設しました。本総合事務棟は、高性
能な省エネルギー技術と創エネル
ギー技術を融合させることで、快適
な室内環境を保ちつつ、建物の年間
に消費する一次エネルギー消費量を
ネットでゼロ以下に抑えており、機能
性と快適性を兼ね備えたオフィス複
合施設です。なお、『ZEB』としての機
能開始は、2025年12月末の周辺整
備完了後を予定しています。

持続可能な資源活用

水資源の有効活用
　当社グループは､操業の改善や水の循環使用の促進ととも
に､水リスクの高い地域の把握に努め､取水量の削減に取り組
んでいます｡各地域の水質･水量の許可基準を満たし､各種法
令を遵守しており、「Aqueduct Water Risk Atlas※1」によ

る水ストレスレベル調査結果※2により、2024年度時点で水ス
トレスを抱えた事業所はないことを確認しています。
※1 世界資源研究所（WRI）が公表する、世界各地域の水リスク測定のためのツール。
※2 https://www.toho-titanium.co.jp/csr/data/

廃棄物削減・再利用の推進
　各事業所から発生する廃棄物を可能な限り抑制しながら、分別を強化し有価物化･再資源化に努めています｡やむを得ず廃棄
物として処分する場合は、廃棄物処理法を遵守し、適正に処理を行っています。

若松工場から発生する汚泥のリサイクル処分
　若松工場から発生する汚泥について、埋め立て処分として活用
できるよう汚泥の再資源化に取り組んでいます。

廃プラスチックの再利用の展開
　前年度に引き続き、廃棄物処理の委託先を変更し再資源化のプ
ロセスを採り入れることで、再利用する取り組みを推進しています｡
茅ヶ崎工場では、廃プラスチックを再利用する取り組みを継続し、
環境保全に資する活動を継続しています。

産業産廃物の内訳
（2024年度）

※�埋め立て処分比率24％中23％は
海洋埋め立て用地開発分となり
ます。

再利用する廃プラスチック回収用コンテナ

環境・安全性に配慮した製品の提供

　当社グループは、お客様から求められる顕在化された要望
にお応えするとともに、地球環境負荷の低減に資する新プロセ
スや新製品の開発を推進しています｡また、使用する原材料や
製造工程、製品の用途においてSDGsへの貢献を強く意識し、
持続可能な社会の発展に貢献しています。
　新素材事業部では、将来の水素社会に向けてPEM型水電
解装置に使用される材料素材として、2024年度にWEBTi®
の新工場の建設を開始しました。2026年度の量産化を目指
します。

　触媒事業部では、環境対応型触媒の開発を継続的に進めて
おり、その中で2024年度に商業化した製品については、拡販
を推進中です。

若松工場内で設置した太陽
光発電パネル
h t t p s : / / w w w . t o h o -
t i t a n i um . c o . j p / c s r /
data/
※ P o w e r  P u r c h a s e 
Agreementの略。発電事
業者が敷地内外への発電設
備の設置と運用･保守を実
施、発電した電力を需要家
に供給する電力購入契約。

持続可能な経営基盤

WEBTi®（チタン多孔質体）

汚泥を乾燥させてプレスケーキにする

GXリーグ＊への参画
　当社グループは、2024年度
より経済産業省が主催するGX
リーグに参画しました。
　2050年カーボンニュートラ
ル実現に向け、GHG排出量の
削減に取り組み社会に貢献し
てまいります。

燃料カーボン
フリー化の取り組み
　黒部工場は、2022年10月より
製造工程で使用していたLPGを、
カーボンオフセットLPGへ切り替
えました。
　カーボンオフセットLPGは、燃
焼させた際に発生する温室効果
ガスの排出量をカーボンクレジッ
トで相殺させるものです。

＊�G Xリーグ：2 0 5 0
年までのカーボン
ニュートラル実現と
経済成長を同時に推
進する活動

※1『ZEB』：以下の①、②を満たした建築物
①�基準一次エネルギー消費量から50%以上の削減
（再生可能エネルギーを除く：省エネ）
②�基準一次エネルギー消費量から100%以上の削減
（再生可能エネルギーを含む：省エネ＋創エネ）

 ⑧太陽光パネル※2

※2：創エネ技術

 ⑩高性能断熱材

 ⑨西面は開口の少ない外壁

 ⑬高効率換気ファン

 ⑫LED照明人感ｾﾝｻｰ制御

 ⑭電力回生機能付エレベーター

 ⑪高効率型空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞ

 ①Low-E複層ガラス

 ②グリーンカーテン
吹抜執務

執務

執務

執務

執務

執務

会議室

食堂

エントランス

トイレ

会議室

トップライト自然換気

 ④昼光センサー制御LED照明

 ⑤自動制御電動ブラインド

 ⑥凹凸のある外観による庇効果

※2

ＪＲ北茅ヶ崎駅

 ⑦太陽光パネルカーポート
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　当社グループは、シナリオ分析を通じて気候変動による財務インパクトの把握に努めています。シナリオ分析の結果をもとに、脱
炭素社会の実現に向けた具体的な移行計画を策定し、2023年度から2025年度までの中期経営計画へ反映しています。

戦　略

気候変動リスク特定プロセス
　気候変動リスクの特定プロセスは、リスク管理委員会が主
導しています。また、ESG推進委員会と連携の上、最終的に執
行役員会で当社グループの気候変動リスクを特定します。

リスクへの対応方法
　特定された気候変動リスクについては、リスク管理マニュア
ルに基づき、回避・低減・移転・受容の4項目に分類し、それぞ
れ対応を検討します。対応方針は、リスク管理委員会での審議
後ESG推進委員会を通じて執行役員会で報告し、最終承認さ
れます。

全社グループのリスクマネジメントへの統合
　リスク管理委員会は、社長が委員長を務め、執行役員、事業
部長、委員長が指名したメンバーで構成されています。気候変
動リスクに関しても、リスク管理マニュアルに定められたシス
テムに基づき、他のリスクと同様にリスク管理委員会で管理し
ています。

リスク管理

　当社グループは、製造工程由来のCO2ゼロ化、省エネ・エネルギーの有効利用、使用エネルギー源のカーボンフリー化を通じて
GHG排出量削減に取り組んでいます。
　Scope1、Scope2の総和で2025年度には25%、2030年度には40%超削減（いずれも対2018年度比）を目標に設定し、最
終目標として、2050年度のネットゼロを目指します。

2050年度のカーボンニュートラルに向けた指標を以下の通り設定しています。
指標１：製造工程由来のGHG排出量
指標２：省エネ・エネルギーの有効利用によるGHG排出量
指標３：使用エネルギーのカーボンニュートラル化によるGHG排出量

指標と目標

ガバナンス

　気候変動に関するリスクの特定、影響度および対応策の審
議と、承認されたリスクの対応状況のモニタリングおよび管理
については、リスク管理委員会が行います。
　気候変動に関する機会の特定、影響度および対応策･目標
の審議と、承認された機会の対応状況のモニタリングについて
は、ESG推進委員会が行います。また、リスク管理委員会で審
議された気候変動に関するリスクについても併せて執行役員

会に上申します。
　執行役員会は、定期的（原則年2回）に両委員会で審議した
気候変動に関するリスクと機会に関する事案報告を受け、そ
の承認を⾏います。
　その後、監督機能を備えた取締役会で承認事案が報告され
ます。

気候変動リスク/機械に関するガバナンス体制

取締役会

経営陣
代表取締役社長

執行役員会

ESG推進部会

ESG推進委員会

指示報告

リスク管理委員会

業務執行部隊（各部署）

CO2フリー電力の導入
　当社は、CO2排出量削減の一環として、2021年度より茅ヶ崎工場および若松工場の一部と日立工場、2023年度より黒部工場にCO2フ
リー電力を導入しています。 また、2023年度には若松工場にPPAモデルによる太陽光発電設備を導入し発送電を開始しました。
　当社グループでは、今後も使用する電力のCO2フリー化を推進します。

GHG排出量の推移

注）	1. Scope1は、クレジット(Jクレジットまたはボランタリークレジット)により相殺した値。
	 2. Scope3は、2022年度実績は367千トン-CO2、2023年度実績は351千トン-CO2、2024年度実績は368千トン-CO2。

（千トン）
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TCFD提言に基づく情報開示

　当社グループは、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）のフレームワークに基づき、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」
「指標と目標」の4つの枠組みに整理し、情報開示を行っています。
　気候変動に関する取り組みは以下の通りです。2050年GHG排出量ネットゼロの目標に向けて推進してまいります。

持続可能な経営基盤

2050204020302018 2025

0
2

58

75

100
主な取り組み

－使用エネルギーのグリーン化
・グリーン電力証書の仕組み活用

－省エネルギー
・チタン新製錬の技術開発
・廃熱回収・利用
・太陽光発電 等

－製造工程由来のCO2の削減
・チタン新製錬の技術開発
・バイオ炭使用等の技術開発

－CO2のオフセット
・クレジット活用
・CCUS活用

※2018年度の
　当社CO2排出量
　26万tを100とする。

詳細は、当社ウェブサイトの「TCFDに基づいた開示内容」に掲載しています。
https://www.toho-titanium.co.jp/pdf/csr/aboutTCFD.pdf

機会を所管
・�気候変動に関する機会の�
特定および影響度につき審議、�
リスクと共に上申
・�特定した機会の対応策や�
目標の審議
・�承認された機会の�
進捗状況のモニタリング

リスクを所管
・�気候変動に関するリスクの特定�
および影響度につき審議
・�特定した気候変動リスクの対応�
策の審議
・�承認された気候変動リスクの�
対応状況のモニタリングおよび管
理

・�特定された気候変動リスクと機
会の承認
・�気候変動関連の自社の戦略およ
び事業計画の立案/見直し
・�気候変動リスク管理体制の整備
/見直し等

気候変動に関する重要事項の監
督・指示
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